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見えない貧困，子ども虐待などを背景にした 
子どもへの支援システム作り
̶̶スクリーニングの可能性̶̶
山野　則子＊，小倉　康弘＊，石田　まり＊

Constructing a Support System for the Children under the Threat of 
Poverty and Maltreatment
̶Potential of Screening̶

Noriko Yamano*, Yasuhiro Ogura*, Mari Ishida*

We tend to have difficulty finding child abuse and poverty, which threaten children’s lives. These issues can 
cause mental symptoms, violence, and absenteeism. The risk of these problems can increase under the outbreak 
of COVID-19. Since 2018, we have developed Yamano Osaka-Screening Sheet (YOSS), which enables early 
detection of the risk and prevent the aggravation of the problems by visualizing the actual situation of the sup-
port for children. The number of school truants has reduced to one third in a school with the system. We have 
promoted its use in primary and junior high schools with the help of the Ministry of Education, Culture, Sports, 
Science and Technology Japan (MEXT) from 2019. We seek to integrate this tool with artificial intelligence 
in the future. This article summarizes the contents of the system and makes a tentative analysis with the data 
of 2019.
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1.　はじめに

新型コロナウイルス感染拡大に伴う社会生活の変化

により，私たちの生活様式にも大きな変化が生じた．

とりわけ子どもに関しては，休校措置や外出自粛を通

した身体的・精神的な影響が大きく，また今後の教

育・成長面での悪影響を示唆する調査・研究結果が公

表されている．

身体面では，スクリーンタイム（携帯電話，タブレッ

ト端末などの使用時間）の増加や，起床・就寝時間

の大幅なずれを示す調査結果（1）（2）があり，これによ

る視力・体力の低下などが懸念されている．また海外

ではロックダウンなどが及ぼす生活様式への影響とし

て，肥満児の体重管理への影響も指摘されている（3）．

同様に，子どもの精神面に関しても深刻な影響が

指摘されている．休校期間中の自由回答に基づく調

査では，ポジティブな回答と比較しネガティブな回

答の量が多く観測された（4）ほか，国内外問わず新型

コロナウイルス感染拡大や，生活様式の変化による

精神的なストレスの感じ方の変化が明らかになってい

る（5）～（7）．これらの分析では，不安や気分の落ち込み

のレベルの高さとスマートフォン・インターネット利

用時間の長さ・依存状態との相関が明らかにされるこ

とで，上記の身体的な影響に結びつく可能性がある要

因としての精神面への影響，つまり身体・精神面双方

のつながりが示唆される．新型コロナウイルス感染拡
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大に伴う生活様式の変化によって子どもの成長に悪影

響が及びかねない現状が浮き彫りになっている．

また先述の調査（1）の継続調査においては，学校の

休校などに伴い，周囲との接触が減少するなかで上記

のような精神面への影響が存在するものの，心理状態

を相談できる相手がいない（8），またストレスを感じ

た場合に助けを求める子どもが少ない（9）ことが示さ

れ，未曽有の状況下で深刻化する子どもの心理状態を

認識し，これを和らげる手立てが機能しづらくなって

いる状態が危惧される．

子ども一人一人の心と身体に加えて，保護者との関

係・家庭環境が及ぼす影響も徐々に明らかにされてい

る．過度なソーシャルメディアの利用による精神面へ

の悪影響との対照として家族と過ごす時間を重要視す

る研究（6）がある一方，新型コロナウイルス感染拡大

以降に発生した生活上の負担，子どもと両親双方の精

神状態が不安・うつ状態に関連づけられたことを示す

研究（10），子を有する親に対するメンタルヘルスの影

響を指摘する研究結果（11）から，生活様式の変化に

伴い家庭内にも潜在的な悪影響が存在している可能性

が指摘されている．またオンライン学習の普及のな

かで，この環境を有していない生活困窮世帯の子ど

もに生じかねない教育格差に対する懸念も生じてい

る（12）．

以上のように，新型コロナウイルス感染拡大に伴う

生活様式の変化は，子どもの成長に身体・精神の両面

で悪影響を及ぼしかねない．他方で他者との直接的な

接触が以前より限定的になることで，子どもの身体

的・精神的な問題，また家庭間の格差の発生・深刻化

の認識がより困難になる．こうした状況下では場当た

り的に各子どもの課題を認識するのではなく，より体

系的かつ入念に子どもの問題を認識する仕組みへと移

行することが必要である．

2.　学校の実態

子どもの課題の認識が場当たり的になりがちな原因

として，主に二つの点が挙げられる．1点目は，子ど

もの生活実態は家庭内で起きており，外からは見えず

予測しづらいこと，2点目は，学校が就学後の子ども

たちを全数把握している唯一機関であるものの，組

織として子どもの課題を捉える機関ではないことであ

る．

まず 1点目に関して，今までのさまざまな調査結果

に基づけば，子どもの貧困や親の孤立を表す15～30％

の層が（18 歳未満のすべての子どものなかの割合），

不登校や暴力行為などさまざまな問題に移行する可能

性がある（13）と考えられる．さらにそのなかでも，貧

困ライン（注1）以下の生活実態であるにもかかわらず，

最も身近で受けやすい就学援助ですら 14.6％の世帯

が受給に至っていない（14）．これは，大阪府内全域に

おいて世帯収入など親・子どもの実態を対応させた

10 万件のデータであり，自治体によっては 100％近

い回収率を得た結果であった．つまりこの数値は支援

が必要な子どもや家庭に必要な支援が届いていない割

合として捉えることができ，実際の支援においてその

必要を予測できていない現状を示唆している．

またこれらは，コロナ以前の調査結果である．コロ

ナ禍で親の雇用や経済状況がさらに悪化していること

は明らかであり，子どもの実態も深刻な状況になって

いる可能性は高い．本来であれば必要であるにもかか

わらず，支援につながっていない割合がより高まって

いることが想定される．リスクを発見し支援につなぐ

システムが，コロナ禍でより必要となっていると言え

る．

2点目に関して，教師は日々子どもと接しており，

さまざまに子どもの生活実態をつかんでいるが，そこ

に責任を有する職種ではない．したがって，組織とし

ても命に関わるかも知れない生活におけるリスクの可

能性，注意を要すべき事例をとりこぼすことなく検討

する仕組みはない．学校の責任体制は管理職と担任と

いう鍋蓋組織であり，管理職に伝えても「家庭の問題

だから」と言われると予測し，担任は悩みながらも懸

念に蓋をせざるをえない実態がある．教師は基本的に

個業であり，複数人で簡単に相談する場が組織化され

ておらず，見えにくい子どもの生活の変化をキャッチ

し，適切なところにつなぐことは容易ではない．よっ

て経験や力量の差が生じ，さまざまな事件の発生を生

（注1）貧困ライン（貧困線）とは，等価可処分所得（世帯の可処
分所得（収入から税金・社会保険料等を除いたいわゆる手取り収
入）を世帯人員の平方根で割って調整した所得）の中央値の半分
の額をいう．調査時の貧困線は約 122 万円（2014 年）．最新の
貧困線は 127 万円（2018 年）．
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んでしまう．

3.　発見から支援までの支援システムの開発

これらの実態と問題意識から，本来は学校の制度改

革とその根拠となる理念が必要だと思われるが，そ

の変化を待っているわけにはいかない（注 2）．多数の

救えなかった事件を鑑み，今「できることから」取

り組むこととした．それが，30％のリスクのある子

どもたちをキャッチし対応方法の議論・方向づけを誘

導するためのスクリーニングシート（Yamano Osaka-

Screening Sheet: YOSS）を開発することであり，この

シートを使用することで，チームの議論の場を作り，

気になる事例をピックアップし，支援の方向性を決め

るというスムーズな流れを作るというものである．

先述した大阪府における子どもの生活実態調査よ

り，遅刻や健康面，対人関係などでは世帯収入によっ

て大きな差が見られたことから，これらをスクリーニ

ング項目として導入している．先述したように，経済

状況から虐待，不登校や暴力行為などさまざまな問題

に移行する可能性に鑑みると，問題が深刻化する前の

段階で早期にキャッチしやすいのは遅刻や健康面，対

人面などの項目であると想定した．

スクリーニングの意味合いは，「子どもの最善の利

益のために，すべての子どもを対象として，問題の未

然防止のために，データに基づいて，潜在的に支援の

必要な子どもや家庭を適切な支援につなぐための迅速

な識別」であり，「1人で単に子どもの実態をチェッ

クすることではなく，チェックしたデータに基づき複

数人による議論から実行可能な暫定的な方向性を決定

すること」（15）を指す．見えないリスクの検討のため

には，教師が気になった子どもだけでなく，すべての

子どもを検討する必要があり，それをスクリーニング

シートに記入してスクリーニング会議で検討する．そ

こで暫定的に支援が必要な子どもをピックアップし，

学校の専門家であるスクールカウンセラー（SC）やス

クールソーシャルワーカー（SSWer）も含むチーム会

議で具体的方策を決定する（図 1）．これらを具体化

したパンフレット（16）（図 2）に文部科学省は注目し，

筆者らにスクリーニングガイド（図 3）の作成を依頼

した．これは後に文部科学省ウェブサイトに掲載され

た（17）．

スクリーニングにおける要点は，（1）データによ

る見えない子どもの実態の可視化（2）教職員複数人

による議論（必ず子ども全員を確認・共有し，話し合

図 1　スクリーニング会議の流れ

図 2　スクリーニングガイド（能勢町）（16）

（注 2）イギリスでは，2002 年教育法により法的拘束力をもつ教育
省のガイドラインにおいて，セーフガーディングという，保護よ
りも広い言葉で理念として示され，それを具体化する他機関協働
組織も創設されている．
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いだけでなく簡単なことでも取り組みを決定する）で

ある．これらが自然に（3）持続可能になること（異

動後の継続），（4）教員の負担軽減になること（短時

間，専門家の導入）の発生を企図する．これらが達成

されるよう手続きとしてガイドを作成している．本節

はその内容を以下に引用して解説する．

3.1　スクリーニング実施の準備（教育委員会）

①教育委員会の方針立てと意思決定

自治体における課題を明確化し，スクリーニングの

目的（子どもの最善の利益，教員の抱え込みの軽減，

チーム学校体制の構築，学校における専門スタッフの

活用等）に理解をもたらす．そして，課題解決のため

にスクリーニングの実施に関する意思決定を行うよう

教育委員会担当者が働きかける．例として，スク

リーニングモデル校方式（モデル校を数校指定してか

ら始め，徐々に広めていく方式），全校方式などがあ

り，確実に実施できる方法を決定するよう支援する．

②各学校への周知徹底（スクールソーシャルワーカー

（SSWer）と共同で行う）

導入の方法として以下のような取り組みのうち，自

治体に最適な方法を提案する．

・域内のすべての学校に対して，研修としてスクリー

ニングのワークショップを行い，その後手上げ方式

でスクリーニング実施校を募る．

・スクリーニング実施予定校において，スクリーニン

グのワークショップを行い，他の実施予定校や次年

度実施予定校に見学の案内や参加を呼びかける．

・対象校へスクリーニングの実施に関する説明に出向く．

③教育委員会とスクリーニング実施校との調整

実施校が決まり次第，教育委員会と実施校で以下の

ような手順で調整を行う．可能な限り前年度中，新年

度であれば 4 月当初が望ましいことを示唆し，教育

委員会担当者に学校に向けて助言してもらう．

・スクリーニングを進める担当教員が必要であるた

め，校内組織の中でどこが担うのかを明確化し，役

割として校務分掌等に位置づけておく．

・年度開始後であると日程を組み込みにくいため，各

学期の何月の学年会議でスクリーニングを実施する

かを予め決定し，学年会議（あるいは職員会議や

研修）の中に予定を入れておく．その際は，SSWer

の出勤日や巡回する日程なども考慮して決定する．

また，実施日より前段階に YOSS に入力する期限も

決めておく．

・ PC の管理や入力の方法についても確認しておく．

3.2　スクリーニング実施の準備（学校）（注 3）

以下のことを SSWer から学校として取り組めるよ

うに働きかける．

①校長と担当教員との協議

校長から担当教員にスクリーニングの実施について

説明を行い，担当教員と以下に示す内容等を検討し，

具体的な進め方を決定するよう助言する．場合によっ

ては教育委員会担当者にも同席してもらうようにす

る．また，すでにスクリーニングを実施している学校

に新しい校長が着任した場合には，担当教員から説明

を行い，スクリーニング実施を決定しておく必要があ

ることも事前に担当教員に働きかけておく．

・教職員への周知徹底方法（会議や研修等）

・スクリーニング会議の実施日時

・スクリーニング会議を実施する機会（職員会議，学

年会議，学期に一度の研修等）

・スクリーニング会議の実施方法の確認

・協力者への支援要請（教育委員会担当者，SC）・SS-

Wer・スーパーバイザー（SV），自治体内の福祉部局

の職員等）

・すでに上記事項で決定していることがあればその確認

図 3　スクリーニングガイド（文部科学省）（17）

（注 3）学校における一連の流れは，能勢町の委託事業に大まかに
示し，橋本市の委託事業（18） として具体的手続きをパンフレット
や可視化した CDを作成している．
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②校長から全教職員への説明

校長から，4月の早い段階で教職員にスクリーニン

グ実施の方針について説明してもらうよう確認する，

あるいは働きかける．その際には，校務分掌などによ

り，スクリーニングの内容やあらかじめ決めておいた

日程を伝えるようにしてもらう．

③担当教員からの説明と教職員による入力

スクリーニングシートの項目と入力の締切日，実施

の流れなどを説明がなされるよう支援する．その際に

は，担当教員からスクリーニング会議の日の 1 週間

前を目安に子どもの状況を入力するよう，担当教員か

ら教職員に対して依頼してもらうのがスムーズであ

る．その後，各教職員がスクリーニングシートに入力

を行うことになる．

④教育・福祉関係者に同席依頼

1学期のスクリーニング会議初回実施日は，可能な

限り SSWer や福祉機関の職員にも同席してもらえる

ように，校長から教育委員会に対して依頼をすること

や，直接福祉機関の関係者に依頼を行うことも視野に

サポートする．その理由は，福祉の視点がないと地域

資源の活用に至らないためである．

⑤スクリーニング会議実施日の準備

担当教員は，教職員により入力されたスクリーニン

グシートの確認や印刷を行い，スクリーニング会議の

資料として準備する．各教員にタブレットが配布され

ている場合，それを使用できる．以上のことがスムー

ズに行えるように，SSWer は支援を行う．

3.3　スクリーニング会議の実施（学校）

①担当教員あるいは SSWer より，スクリーニング会

議の進め方の説明

以下に示すような留意事項について事前に説明し，

共有を図ることで，より効果的な話合いが期待できる．

・1人の子ども理解を深めるアセスメントとは異なる．

・潜在化している支援の必要な子どもに気づくことが

重要である．

・2クラス 30 分から 1時間で全員の子どもを確認す

る（当初 1クラス 30分かかったが，回を重ねるう

ちに 15 分程度で実施できるようになった学校の例

もある）．

・スクリーニング会議中には担任以外の教員の発言が

アドバイスとなることも多いと想定されるので，担

任以外の教員もさまざまな気づきを出し合う．

・客観的なデータと複数人でのディスカッションを踏

まえ，より個別の検討を行う校内チーム会議を実施

するかどうかを判断すること．

・方向性（A：教員の関与，B：地域資源の活用，C：

専門機関の活用）を暫定的に決定する．

A ：教職員の関与：決めたポイントに沿って，担任が

毎日必ず該当の子どもに個別に「おはよう」と声

をかける，保健室来室時に養護教諭が褒めるなど

簡単なことを決定

B ：地域資源の活用：地域学校協働活動やコミュニ

ティスクールとして実施している熟議やふれあい

ルームなどの活用，子ども食堂や学習支援の活用

などを決定．

C ：専門機関の活用：児童相談所や教育センター，少

年補導センターなどの活用を決定

②スクリーニング会議の実施

3.3 節①の進め方を踏まえ，実際にスクリーニング

会議を実施する．会議を実施するなかで，再度検討を

行う必要が生じた際には，前段階に戻って再検討する

ことも重要である．

③スクリーニング会議にて YOSS に記入

以下の要領で YOSS に必ず記入していくように助言

する．

・話し合いで提起された留意事項や具体的アドバイス

をワンポイント欄に記載する．

・客観的なデータと複数人でのディスカッションを踏

まえ，校内チーム会議で検討するかどうかを判断

し，記入する．

・どのような方向性で支援するかをイメージし，A, B, 

C を YOSS に記入する．

④子どもの変化の確認

各学期に同様の手順でスクリーニング会議を実施す

るが，2回目以降はすでに方向性を示し，子どもの支

援のために動いている場合は，紹介した地域資源を利

用しているかどうかなどのチェックを行い，現状の支

援状況を確認する．

毎学期 YOSS を活用することにより，子どもの変化

を可視化することができる．SSWer は可視化やデー

タ分析を示したりする．
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⑤ 1年間の子どもの状況の確認と話し合い

3学期には，1年間スクリーニングを実施して子ど

もの状況が好転したかどうか確認をし，エビデンスに

基づき支援のポイントの所在について議論を行い，情

報を共有するよう示唆する．変化のなかった子どもに

関しては支援の方向性を再検討し，次年度に向けて申

し送るべき事項などを記載する．

3.4　校内チーム会議の実施（学校）

スクリーニング会議において，校内チーム会議で検

討を行うことになった子どもは，チーム会議において

個別にアセスメントを行って方針を決定し，個別支援

をしていくという流れになる．ここでいう「校内チー

ム会議」とは，生徒指導担当教員，養護教諭，特別支

援担当教員，SC，SSWer など多職種を交えた多様な

メンバーが想定される．また，必ずしも新たにこのよ

うな会議体を作る必要はなく，各学校における既存の

いじめ・不登校対策委員会や特別支援委員会などを活

用する．

会議の実施にあたっては，スクリーニングシートを

もとに，更なる個別支援の必要性の有無やアプローチ

の方法などについて，スクリーニング会議後の動きも

確認しながら，子どもの支援方針を決定していく．そ

の際，個々の支援方針をより詳細に検討し，誰が何を

行うのかといった役割分担等を明確に共有しておくこ

とが大切である．チーム会議には，多様な専門職が

参加しているため，多角的な視点で支援の方向性を

検討することができる（スクリーニング会議後にチー

ム会議で検討を行うと決定した子どもを，2 時間で

30 件から 80 件程度扱うことができたという例もあ

る）．このような手順を経ることで，今まで曖昧だっ

た SSWer の活用方針をはじめ，それぞれの職種の役

割が明確化され，効果的なチームになり効果的な支援

につながる．さらに，必要に応じて他機関を交えた個

別のケース会議などを開催する．

このように，スクリーニングの実施により暫定的に

すべての子どもの情報を確認し，支援の必要な子ども

を洗い出し，その後，他職種を交えた校内チーム会議

で個々の子どもの支援の方向性を決定し，必要に応じ

て他機関を交えたケース会議の開催へと進める．

3.5　データに基づく結果から 1年を通じて子どもの

変化を確認（学校）

3.3 節⑤のように 1年を通じて子どもの変化を確認

することで，状況が好転している子どもに対して教員

の取り組みやチーム学校の成果が可視化され，教師や

SC, SSWer，チームの自信につながり，よりチームに

効果的となる．

4.　スクリーニングデータの分析

本章では，前章にて説明したスクリーニングを小・

中学校において実践し，これにより収集されたデータ

に基づく分析結果を示す．なお，この結果は開発途上

のシステムから得られた暫定的なものであることに留

意されたい．スクリーニングシートの記入・提供に関

して（注4），当研究室と契約を締結している 29校（小

学校 24 校，中学校 5校）より提供された 2019 年度

分のデータを基に，これら小・中学校における子ども

の課題の認識や，そうした課題に対する各学校の対応

についての全体的な傾向を概観する．これを通してス

クリーニングシート活用の意義，重要性を明らかにす

ることを企図する．

スクリーニングシートでは，各項目へのチェックを

通して合計スコアを算出することで，各子どもの課

題・問題の深刻性を疑似的に測定する．当研究室とし

ては，この過程を経てスクリーニング会議を行い，各

子どもを校内チーム会議内で議論するかどうかが決定

されることを想定している．スクリーニングシートに

おいて設定された項目が「気になる」と教員等の関係

者が判断した場合にシート上でチェックが行われるた

め，特定の子どもの合計スコアが高くなるほど，その

子どもが抱える課題・問題はより深刻であると捉えら

れる．

図 4 は，校内チーム会議において議論される子ど

もとそうでない子どもとの間の合計スコアの相違を示

している．図示のとおり，チーム会議で議論される場

合はそうでない場合と比較して合計スコアの平均が約

7点高い．校内チーム会議の対象とならない子どもの

スコアは，大部分が 5 以下となっている一方，対象

（注4）本研究は，大阪府立大学人間社会システム科学研究科研究
倫理委員会の承認を得て実施した．



 教育システム情報学会誌　Vol. 38, No. 1　2021

37

となる子どもは多くが 10 を上回るスコアであり，全

体の傾向としては 2 分類のスコアの間に明確な相違

がみられる．

他方，図 4 中の丸点で示された値は統計全体から

みた異常値，いわゆる「外れ値」であり，どちらの分

類にもある程度存在している．さらに，2分類双方の

最大値は，全体の平均値，ばらつきほどには差がない

ことが見て取れる．校内チーム会議の対象とされてい

ない子どものなかでも，スクリーニングの過程で課題

の深刻度が高いと認識されている子どもが存在してい

ることが暗示されている．

続いて，校内チーム会議の次の段階である，支援の

方向性の選択についての全体的な傾向を示す．スク

リーニングシート内各項目のチェックは，校内チー

ム会議を通して支援の方向性の決定に影響を及ぼすと

想定される．子どもの現状に基づく合計スコアと同様

に，この支援策の選択も子どもの課題の深刻性を代替

的に表現していると捉えられる．具体的には，A（教

職員の関与）⇒ B（地域資源の活用）⇒ C（専門機関

の活用）となるほど学校における対応を離れ，専門的

な関与が必要とされることから，深刻度が増している

と考えられる．このようなスクリーニングシートに

まつわる想定の下，本章の分析では，スクリーニング

シートの合計スコアが高い，また「支援の実際」にお

いて B・Cが選択されているほど子どもの課題・問題

が深刻であるという仮定の下で分析を行う．

支援の方向性に関しては，選択された支援策に応じ

て「A」・「B」・「C」，方向性が選択されていない場合

には「N」と分類する．また，スクリーニングシート

上では支援策の併用，つまり重複した支援策の選択が

可能であるが，上記の支援策に応じた深刻度の上昇の

想定から，分類の際には選択されているなかでより

深刻な支援策に分類する．つまり，支援の方向性が

「AB」の場合は「B」，「AC」，「BC」，「ABC」の場合に

は「C」に分類されるものとする．この分類の方法に

関して，表 1ではスクリーニングシート内で記入さ

れた支援の方向性と分析の際の分類との対応関係をよ

り詳細に示している．

上記の分類に基づき，図 4 と同様に合計スコアと

の関連性を，「支援の方向性」について示したものが

図 5 である．全体的な傾向としては，支援の方向性

が選択されなかった子どもの平均スコアはほぼ 0に

等しく，大部分の子どもは 5 に達していない．一方

で何らかの支援の方向性が示された子どもの合計スコ

アの平均は 5 を上回っており，支援の方向性が選択

される場合とそうでない場合にも，校内チーム会議で

の議論と同様に明確な差がスクリーニングシート上で

把握されることが示されている．また，ばらつきの大

きさに起因するとみられる四分位点，上端におけるス

コアの逆転は見られるものの，平均スコアに関しては

A⇒ B ⇒ C の順で高くなっており，上述したように

合計スコアの高い子どもに対し，より深刻な問題に対

図 4 合計スコアと校内チーム会議での議論の選択との 
関連性

表 1　分析の際の「支援の実際」カテゴリ分類

分析におけるカテゴリ シート内「支援の実際」表記

A A
B AB, B
C ABC, AC, BC, C
N

図 5　合計スコアと「支援の方向性」の選択との関連性
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応するための方向性が選択されていることが理解でき

る．つまり全体的な傾向としては，深刻な課題を抱え

る子どもに対しては，教職員による対応に加え，学校

以外の地域資源・専門機関の活用が行われていると考

えられる．

また，校内チーム会議での議論に関する分析と同様

に各分類の合計スコアに見られる異常値に注目する

と，「A」に加えて「N」の分類内の最大スコアが「B」・

「C」のそれを上回っていることがわかる．教職員の

関与のみという比較的深刻でない場合の支援策が選択

された，また支援策が選択されていない子どもにもか

かわらず，合計スコアの点では深刻な問題を抱えてい

ると考えられ，求められるよりも低水準の支援しか受

けられていない子どもの存在が示唆される．

以上の校内チーム会議での議論，支援策の方向性の

策定に関する全体的な傾向より，スクリーニングシー

ト上での子どもの課題の認識と支援の方向性の選択に

は関連がある一方，対応が必要と考えられる子どもに

対し必要な支援が行われていない現状の一端も浮き彫

りになった．スクリーニングシートの活用を通して子

どもの課題の深刻度を可視化することによって，何ら

かの対応が求められる子どもを文字どおり「スクリー

ニング」し，実際の対応の必要性の認識（校内チーム

会議における議論），実施（支援の方向性の決定～実

施）に結びつける必要性を明らかにしつつ，これを子

どもへの支援の現状と対照することによって，課題へ

の対応の振り返り・自己点検の材料としても活用可能

なことを示している．

現在運用しているスクリーニングシートでは，各学

期のスコアの集計が可能であり，同年度内の学期毎の

合計スコアの変遷を追跡することが可能になってい

る．上述のとおり，合計スコアは疑似的に子どもの課

題の深刻度を測定するため，スコアの変遷の確認を行

うことは子どもの課題の深刻度の変化を捕捉すること

が可能であることを意味する．スコアが高いほど子ど

もの抱える問題の深刻度が高いと考えると，スコア

の減少は課題の改善と捉えることが可能である．した

がって，学期毎の合計スコアの比較により，各学校に

おける子どもの課題への対応が機能しているかに関し

てもスクリーニングシートから示唆を得ることができ

る．表 2は，2019 年度内のスクリーニングシートの

利用校における合計スコア，カテゴリ別スコアと支援

の方向性との間の回帰分析の結果であり，両者の相関

についての全体的な傾向を示している．スクリーニン

グシート内の各項目は，表 2中のカテゴリ（「学校適

応・問題行動」，「学習」，「家庭状況」，「発達」，「健康」，

「経済」，「福祉」，「地域」（注5），「調査」）のいずれかに

分類されており，表 2 の従属変数であるカテゴリ別

スコアはカテゴリ内の各項目のチェックを集計したも

のとなっている．独立変数は前学期における支援の方

表 2　カテゴリ別スコアの変化と対応の方向性との相関

（1） （2） （3） （4） （5） （6） （7） （8） （9）

合計
学校適応・
問題行動

学習 家庭状況 発達 健康 経済 福祉 調査

A -3.456*** -0.573 -1.228*** -0.232 -0.291* -0.568 0.071 -0.169* 0.008
（0.776） （0.356） （0.360） （0.180） （0.149） （0.458） （0.065） （0.097） （0.008）

B -0.596 -1.007 -0.473 -0.001 0.336** 0.511 -0.004 -0.060 0.024
（0.765） （0.730） （0.379） （0.312） （0.156） （0.363） （0.042） （0.243） （0.027）

C 0.674 -0.123 -0.075 -0.016 -0.130 0.074 -0.063 0.039 -0.071
（1.303） （0.730） （0.278） （0.449） （0.117） （0.230） （0.057） （0.477） （0.068）

定数項 0.354*** 0.088* 0.139*** 0.024 0.025* 0.032 -0.010 0.017* 0.012***
（0.071） （0.045） （0.035） （0.016） （0.014） （0.046） （0.006） （0.009） （0.001）

観測数 1,746 2,160 2,830 2,830 2,678 2,160 2,830 2,492 2,084
R2 0.133 0.044 0.046 0.002 0.117 0.049 0.001 0.004 0.024
児童数 1,437 1,851 2,149 2,149 2,073 1,851 2,149 1,811 1,775

括弧内はロバスト標準誤差．*** p＜0.01, ** p＜0.05, * p＜0.1
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向性の選択であり，従属変数に関しても前学期とのス

コアの差分としている．このようにして，前学期の時

点で選択された支援の方向性と次期のスコアの変化と

の関連，学期間の短期的な効果について示唆を得るこ

とを目的としている．なお，学期による時系列，各子

どもに割り振った ID によるパネルデータとして分析

を行っている．

結果，合計スコア・学習カテゴリスコアの差分は教

職員の関与（A）との頑健な負の相関を示している．ま

た，有意性が弱いながらも発達・福祉カテゴリも負の

相関を示している．子どもの課題全般とともに学習面

に関しても，教職員の関与により短期的に改善の兆候

が見られる．他方で地域資源の活用に関しては，発達

カテゴリスコアとの正の相関が検出された．負の相関

を示した教職員の関与の相対的な影響と相俟って，ご

く少ない地域資源の活用の影響が短期的にはスコアの

増加との相関として表出したと考えられる．その他の

カテゴリに対しては支援の方向性との間に統計的に有

意な関係性を示す結果は観測されなかった．

スクリーニングシート上の合計スコアは，カテゴリ

によっては影響が生じるまでにより長期間を要する可

能性がある一方，表 2における結果は 2019 年度内の

3学期間のごく短期間のデータに基づいており，より

長期的な効果は捕捉されない．このような効果に関す

る分析を行う場合にはより長期のデータを用いる必要

があり，今後の課題である．また現在は市町村教育委

員会を通して各学校関係者に記入を依頼しており，校

内チーム会議での議論などデータ分析から除外される

サンプルが存在していることも課題であり，改善させ

る方向で動いている．

5.　研究全体における今後の課題

実際にスクリーニングシートを用いた教師の声に関

しては今後追跡調査を行う予定である．現在，文部科

学省より委託を受け行っている調査において教師の反

応を調査中であり，現段階では概ね以下の感想が得ら

れている．

・方向性を共有する場ができたことで負担が軽減した．

・養護教諭，SSWer や SC など違った視点を入れるこ

とで方向性が獲得できた．

・若手教員が増え，教師の力量アップになる．

・地域資源活用の理解ができ，地域資源活用となりや

すい．

第 3章で述べたように，YOSS の機能はリスクのあ

る子どもたちをキャッチし対応方法の議論・方向づけ

を誘導することで，チームの議論の場を作り，気にな

る事例をピックアップし，支援の方向性を決めるとい

うスムーズな流れを作るというものであった．実際に

複数校への筆者らの参与における感触と，前節で記述

した分析結果に基づけば，スクリーニングをチームで

行う仕組みにより，子どもの課題が可視化され，チー

ムでの議論が促され，子どものリスクのピックアップ

やその子どもの対応にもつながることが明らかになっ

ている．さらにこの仕組みを通して教員間で経験の共

有がなされることは有用であろうと推定される．

またスクリーニングシートの改善は随時行っている

が，第 4章にも言及した負担のないシートへの記入

により長期的にデータを収集可能にすること，記入の

精緻化，教職員の関与（A）や地域資源の活用（B）の選

択をされている子どもたちの数や対応の分析が課題で

あり，早期対応などスクリーニングシートの機能の検

証に関してもさらなる分析が必要である．

6.　実践現場の課題：SSWer に求められるもの

第 2 章で述べたように，学校現場ではリスクを認

識しピックアップしても支援方法がわからない，どこ

につないでよいかわからないという教師が多いのは当

然である．現在では一定程度普及した子ども食堂が学

校から紹介されることは希である．必要な子どもと地

域資源がうまく結びついていない．

必要な資源につなぐ，またチームを機能させる役割

が，SSWer に求められる業務であろう．つまり，こ

れまで個業文化が維持され，抱え込む習慣のある教師

に，気になる子どもをピックアップできるように働き

かけるアウトリーチのスキル，スクリーニング会議

において子どもや家庭の代弁を行うアドボカシースキ

ル，短時間で議論がスムーズに進むよう水面下でアプ

ローチするグループワークのスキル，子どもたちの最
（注5）「地域」カテゴリに関しては今回の演算で係数が算出されて
いない．
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見えない貧困，子ども虐待などを背景にした子どもへの支援システム作り

善の利益のために支援がうまく届くよう地域組織化し

ていくコミニティワークの手法が，専門性として活か

されるべきものである．相談のあった事例に対応して

いくスキルだけではうまくいかず，相談にのせていく

スキルが必要である．

ただし現段階では，2017 年に学校職員として法定

化されたものの，非常勤雇用が大勢を占め，同じ学校

に行く回数は週に一度や月に数回というような雇用形

態で，SSWer が教員組織に入り込んで担う水面下の

仕事は極めて力量のいる仕事であり，役割として十分

に認知されていないのが実態である．SSWer や SC の

定数化など体制づくりは国としての喫緊の課題ではあ

るが，それだけに限らず校内の組織強化の方策を国が

率先して自治体ができるように推進することが望まれ

る．

7.　教員・SSWer 養成の課題

学校現場において，隠れたリスクを見逃さない教育

と福祉の協働を作る教育をどう行うのかに関して，本

学部教育では文部科学省からの大学 GP を取得し，コ

ラボレーション教育を 2012 年から行ってきた．教員

養成，福祉，心理をそれぞれに学び，大学 4 年次に

はそれぞれの分野の学生がともに学校現場に入って専

門性の違いを体験・議論する教育である．

教育課程の段階から自身と異なる専門性の理解を深

めておくことは，実際に教師や SSWer になった際に

非常に有効である．些細なことであっても気になるこ

とを把握して動きを作るプロセスは，教師がすべて担

うという意味ではなく，知識として社会福祉援助や子

ども家庭福祉科目の学びが必要であり，教員養成課程

にこれらの科目を入れる必要性は高い．

また SSWer 養成においても学校組織や文化に対す

る理解が必須である．前節で述べた SSWer に期待さ

れるスキルは，これらの学校の知識がなければ活きて

こない．現在，SSWer 養成課程を有する機関は，全

国で 300 校ほどある社会福祉士養成校のうち 63 校

である．数は多くないが，社会福祉士のジェネラリス

トとしての国家資格の上にスペシャリストとしての養

成という二段階構造になっており，この国家資格の上

に学校に対する理解が求められる．ソーシャルワーク

のスキルのなかでも難しいアウトリーチやアドボカ

シー，グループワーク，コミュニティワークなどを幅

広く臨機応変に用いる能力は，とりわけコロナ禍であ

るからこそ求められ，養成段階でも力点を置くべきで

ある．
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